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コ ー ド 番 号           ５４７６                                  本社所在都道府県  東京都 
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代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 池田 辰雄 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理部長  氏名 田中 慶寿    ＴＥＬ (03) 5687 － 6025 
決算取締役会開催日 平成 18 年 10 月 31 日           配当支払開始日   平成 －年 －月 －日 
単元株制度採用の有無           有(１単元  1,000 株) 
 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績                                （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

 16,346 12.1
 14,580 21.7

 495 △ 37.1
 788 76.8

 592 △ 10.2
 660 37.3

18 年 3 月期  30,002  1,827  1,574 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益  

 百万円    ％                     円  銭  
18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

 577 26.0
 458 199.4

 3.93 
 3.12 

 

18 年 3 月期  1,187  8.09  
 (注)①期中平均株式数  18 年 9 月中間期 146,771,449 株  17 年 9 月中間期 146,792,157 株 
                       18 年 3 月期      146,785,849 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

 42,456 
 41,225 

 20,069 
 20,314 

 47.3 
 49.3 

 136.74 
 138.40 

18 年 3 月期  41,976  20,070  47.8  136.75 
 (注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期  146,764,971 株  17 年 9 月中間期  146,786,098 株 
                         18 年 3 月期      146,775,519 株 
   ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期      111,203 株  17 年 9 月中間期       90,076 株 
                         18 年 3 月期          100,655 株 
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期  34,000  1,200  1,050 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  7 円 15 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金(円) 
 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期  ――-  2.50  2.50 

19 年 3 月期(実績)  ――-  ――- 

19 年 3 月期(予想)  ――-  2.50 
 2.50 

 
 
 上記業績予想につきましては、現状で判断しうる一定の前提に基づいて算定しております。 
  状況の変化等により、実際の業績等が見通しの数値と異なることがあり得ますことをご理解ください。 
 なお、上記業績予想に関する事項は、中間決算短信(連結)の添付資料 5ページをご参照ください。 
 



－２－ 

 

 

（１）中間貸借対照表                                                       (単位：百万円) 

科          目 
当中間期 (A) 

(18.9.30 現在)

前 期 (B) 

(18.3.31 現在)

増      減 

(A) － (B) 

前年中間期 

(17.9.30 現在)

（ 資 産 の 部 ） ( 42,456 ) ( 41,976 )  ( 480 )  ( 41,225 )

1. 流 動 資 産   20,325 19,273  1,052  18,816 

  現 金 及 び 預 金 118 306  △    188  387 

  預 入 金  523 941  △    418   994 

  受 取 手 形 1,219 951  268  971 

  売 掛 金 7,974 6,922  1,052  6,944 

  製 品 及 び 半 製 品 3,482 3,564  △     82  3,115 

  仕 掛 品 3,246 2,804  442  2,774 

  原 材 料 及 び 貯 蔵 品 3,282 3,118  164  3,101 

   前 払 費 用 43 24  19  61 

  繰 延 税 金 資 産 182 182  －  238 

  短 期 債 権 254 459  △    205  212 

  そ の 他 10 8  2  28 

  貸 倒 引 当 金 △     13 △     12  △      1  △     13 

2. 固 定 資 産    22,131  22,703  △    572  22,408 

 有 形 固 定 資 産  [ 18,386 ] [ 18,266 ]  [ 120 ]  [ 18,323 ]

  建 物 2,643 2,706  △     63  2,733 

  構 築 物 461 482  △     21  444 

  機 械 及 び 装 置 7,269 7,551  △    282  7,685 

  車 輌 及 び 運 搬 具 110 130  △     20  109 

  工 具 器 具 及 び 備 品 129 124  5  132 

  土 地 7,102 7,111  △      9  7,111 

  建 設 仮 勘 定 669 160  509  105 

 無 形 固 定 資 産  [ 20 ] [ 22 ] [   △      2 ]  [ 11 ]

  諸 施 設 利 用 権 6 6  △      0  6 

  ソ フ ト ウ エ ア 14 16  △      2  5 

 投資その他の資産  [ 3,723 ] [       4,413 ] [   △    690 ]  [ 4,073 ]

  投 資 有 価 証 券 1,273 1,795  △    522  1,420 

  関 係 会 社 株 式  1,688 1,824  △    136  1,831 

  出 資 金  9  9  0             9 

  長 期 貸 付 金 553 580  △     27  620 

  そ の 他 316 316  △      0  321 

  貸 倒 引 当 金 △    118 △    114  △      4  △    131 

資 産 合 計 42,456 41,976  480  41,225 
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                                                                         （単位：百万円） 

科          目 当中間期 (A)
(18.9.30 現在)

前 期 (B) 
(18.3.31 現在)

増      減 
(A) － (B) 

前年中間期 
(17.9.30 現在)

（ 負 債 の 部 ） ( 22,387 ) ( 21,905 )  ( 482 )  ( 20,910 )

1. 流 動 負 債   15,314 14,370  944  14,383 

  支 払 手 形 5,547 4,537  1,010  4,915 

  買 掛 金 2,701 2,342  359  2,432 

  短 期 借 入 金 4,996 4,996  －  4,996 

  
長 期 借 入 金 
（ １ 年 以 内 返 済 ） 322 198  124  268 

  未 払 金 233 415  △    182  529 

  未 払 費 用 886 867  19  708 

  未 払 法 人 税 等 231 559  △    328  207 

  未 払 消 費 税 等  39 100  △     61  44 

  賞 与 引 当 金 327 328  △      1  260 

  そ の 他 28  26  2  20 

2. 固 定 負 債   7,072 7,534  △    462  6,527 

  長 期 借 入 金 308 514  △    206  613 

  繰 延 税 金 負 債 5 134  △    129       106 

  
土 地 再 評 価 に 係 る 
繰 延 税 金 負 債  1,842        1,842  －      654 

  退 職 給 付 引 当 金 4,389 4,523  △    134  4,648 

  役員退職慰労引当金 97 90  7  74 

  長 期 預 り 金 429 429  －  429 

（ 資 本 の 部 ） ( － ) ( 20,070 ) (   △ 20,070 )  ( 20,314 )

 資 本 金  － 15,669  △ 15,669  15,669 

 資 本 剰 余 金  － 1,728  △  1,728  1,728 

 資 本 準 備 金 － 1,728  △  1,728  1,728 

 利 益 剰 余 金  － 2,396  △  2,396  1,667 

 中間（当期）未処分利益 － 2,396  △  2,396  1,667 

 土地再評価差額金  － △    233   233  954 

 
そ の 他有価 証 券 
評 価 差 額 金  － 521  △    521  303 

 自 己 株 式  － △    11  11  △      8 

負 債 ・ 資 本 合 計 － 41,976  △ 41,976  41,225 

（ 純資産の部 ） ( 20,069 ) ( － )  ( 20,069 )  ( － )

1. 株 主 資 本  19,989 －  19,989  － 

 資 本 金  15,669 －  15,669  － 

 資 本 剰 余 金  1,728 －  1,728  － 

 資 本 準 備 金 1,728 －  1,728  － 

 利 益 剰 余 金  2,605 －  2,605  － 

 利 益 準 備 金 36 －  36  － 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,568 －  2,568  － 

   繰 越 利 益 剰 余 金 2,568 －  2,568  － 

 自 己 株 式  △    14 － △    14  － 

2. 評価・換算差額等 79 －  79  － 

 
そ の 他 有 価 証 券 
評 価 差 額 金  311 －  311  － 

 土地再評価差額金  △   231 －   △   231   － 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 42,456 －  42,456  － 
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（２）中間損益計算書                                                              （単位：百万円） 

科              目 

当中間期 (A)

(18.4.1～ 

18.9.30)

前年中間期(B)

(17.4.1～ 

17.9.30) 

 

(A) - (B) 

 

前      期 

(17.4.1～ 

18.3.31) 

      

1. 売 上 高  16,346 14,580  1,766  30,002

2. 売 上 原 価  14,709 12,766  1,943  26,088

   売 上 総 利 益  1,636 1,814  △   178  3,914

3. 販売費及び一般管理費  1,140 1,026  114  2,086

  営 業 利 益 495 788  △    293  1,827

      

4. 営 業 外 収 益  [ 430 ] [ 340 ] [ 90 ] [ 579 ]

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 203 99  104  109

 賃 貸 料 151 155  △     4  305

 そ の 他 の 収 益 75 86  △    11  165

5. 営 業 外 費 用  [ 333 ] [ 468 ] [ △   135 ] [ 833 ]

  支 払 利 息 37 58  △    21  112

 出 向 者 人 件 費 負 担 金 170 164  6  347

 賃 貸 設 備 減 価 償 却 費 81 80  1  160

 そ の 他 の 費 用 44 165  △    121  213

 

 経 常 利 益  592 660  △     68  1,574

6. 特 別 利 益  [ 182 ] [ － ] [ 182 ] [ 19 ]

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 122 －  122  －

 関 係 会 社 株 式 売 却 益 58 －  58  －

 貸 倒 引 当 金 取 崩 益 － －  －  19

 固 定 資 産 売 却 益 1 －  1  －

7. 特 別 損 失  [ 5 ] [ 13 ] [ △       8 ] [ 177 ]

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4 －  4  －

 固 定 資 産 処 分 損 － －  －  119

 減 損 損 失 1 10  △     9  10

 ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 － 3  △      3  3

  

 環 境 対 策 関 連 費 用 － －  －  44

  税引前中間（当期）純利益  770 646  124  1,416

   法人税、住民税及び事業税 193 188  5  283

  法 人 税 等 調 整 額 － －  －  △      55

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 577 458  119  1,187

  土地再評価差額金取崩額 － △     16  16  △     16

  前 期 繰 越 利 益 － 1,225  △   1,225  1,225

  中間（当期）未処分利益 － 1,667  △  1,667  2,396
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（３）中間株主資本等変動計算書  

  当中間会計期間（ 平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日 ）             (単位：百万円) 

  株   主   資   本 評価・換算差額等 

  資本 
剰余金 利益剰余金 

  その他
利益 
剰余金

  

資本金 資本 
準備金

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 繰越 

利益 
剰余金

利益 
剰余金
合計 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価証
券評価 
差額金 

土地 
再評価 
差額金 

評価・
換算 
差額等
合計 

純資産

合計 

平成18年3月31日

残高 
15,669 1,728 1,728 － 2,396 2,396 △  11 19,783 521 △ 233 287 20,070

中間会計期間中の

変動額 
     

 
剰余金の配当 

（注） 
   36 △ 403 △ 366 △ 366   △ 366

 中間純利益    577 577 577   577

  
土地再評価 

差額金取崩額 
   △   1 △   1 △   1   △   1

 自己株式の取得    △  2 △   2   △  2

 

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

   △ 209 1 △ 207 △ 207

中間会計期間中の
変動額合計 

－ － － 36 171 208 △  2 206 △ 209 1 △ 207 △   1

平成18年9月30日

残高 
15,669 1,728 1,728 36 2,568 2,605 △  14 19,989 311 △ 231 79 20,069

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

 

 1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

       満期保有目的の債券 …… 償却原価法 

       子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法 

       その他有価証券 …… 

         [時価のあるもの]……中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                         （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

         [時価のないもの]……移動平均法による原価法 

 

 2. たな卸資産の評価基準及び評価方法  ……  総平均法による原価法 

 

 3. 固定資産の減価償却の方法   

       有形固定資産 …… 定率法を採用しております。ただし、富山製造所の機械装置及び平成10年4月1

日以降取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法を採用しておりま

す。 

      無形固定資産 …… 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

 4. 引当金の計上基準 

    1) 貸 倒 引 当 金          ……  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に 

  より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討して 

 回収不能見込額を計上しております。 

    2) 賞 与 引 当 金          ……  従業員に対する賞与の支払に充てるため、将来の支給見込額に基づき計上し 

 ております。 

    3) 退職給付引当金          ……  従業員の退職給付に備えるために、当事業年度末における退職給付債務及び 

 年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認め 

 られる額を計上しております。 

 過去勤務債務については、その発生時に一括処理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 

 の年数（15年）による定額法により、翌事業年度から費用処理することとし 

 ております。 

    4) 役員退職慰労引当金          ……  役員の退職慰労金の支出に備えるために、役員退職慰労金の内規に基づく 

当中間期末要支給額を計上しております。 

 

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準  …… 

   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、 

 換算差額は損益として処理しております。 

 

  6. リース取引の処理方法   …  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン 

 ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理 

 によっております。 

 

7. その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1) 消費税等の会計処理方法 …… 税抜方式によっております。 

  2) 連結納税制度を適用しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5 号 平成 17

年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、20,069百万円であります。なお、中間財務諸表等規則の改

正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

 

 

注 記 事 項 

 

（中間貸借対照表関係） 

                                         (当中間期     )     (前   期)     (前年中間期) 

  1. 有形固定資産の減価償却累計額 38,137 百万円 37,524 百万円 38,091 百万円 

 

  2. 受取手形割引高 － 百万円 － 百万円 182 百万円 

 

  3. 担保提供資産 13,275 百万円 13,544 百万円 14,698 百万円 

 

  4. 保証債務残高 48 百万円 64 百万円 80 百万円 

 

5. 中間期末日満期手形の会計処理方法は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高

に含まれております。 

          受取手形   96百万円   支払手形   82百万円 

 

（中間損益計算書関係） 
 

1. 固定資産売却益は、土地の売却益であります。 

 

2. 当中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は 
「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。 

 
 
（中間株主資本等変動計算書関係） 
 
 当中間会計期間（ 平成18年4月1日 ～ 平成18年9月30日 ） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 
株式数（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数（千株）

当中間会計期間 
減少株式数（千株） 

当中間会計期間末

株式数（千株） 
普通株式 

（注） 100 10 － 111

合計 100 10 － 111

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 10千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 
 



－８－ 

 
（有価証券関係） 
  
  前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 
 

（リース取引関係） 
 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
 
 
 



<参考資料>

１．当中間期の業績と通期予想 （単位：百万円、％）
当中間期 前年中間期 増減額 増減率 当期予想 前年実績 増減額 増減率
18年9月期 17年9月期 19年3月期 18年3月期

売上高 16,346 14,580 1,766 12.1% 34,000 30,002 3,998 13.3%
営業利益 495 788 △ 293 △37.2% 1,250 1,827 △ 577 △31.6%
経常利益 592 660 △ 68 △10.3% 1,200 1,574 △ 374 △23.8%
特別損益 177 △ 13 190 － 182 △ 157 339 －

770 646 124 19.2% 1,382 1,416 △ 34 △2.4%
中間（当期）純利益 577 458 119 26.0% 1,050 1,187 △ 137 △11.5%

売上高経常利益率 3.6% 4.5% 3.5% 5.2%
3円93銭 3円12銭 7円15銭 8円09銭

１株当たり配当金 － － 2円50銭 2円50銭
配当性向 － － 35.0% 30.9%

設備投資額 784 775 9 1.2% 1,800 1,592 208 13.1%
減価償却費 650 606 44 7.3% 1,300 1,324 △ 24 △1.8%

２．部門別売上数量、売上高 （単位：千トン、百万円）

売上数量 売上高 売上数量 売上高 売上数量 売上高 売上数量 売上高
工具鋼 28.3 7,236 26.9 6,161 1.4 1,075 57.4 14,600
特殊合金 8.9 5,914 8.7 5,281 0.2 633 18.7 13,200
軸受鋼 24.1 3,195 22.9 3,137 1.2 58 46.2 6,200

16,346 14,580 1,766 34,000

３．18年9月中間期　経常利益増減要因（対前年同期比） （単位：億円）

1．販売数量・構成の改善 1 1．原材料・燃料コスト 9
2．製品価格是正 10 2．固定費の増加 4
3．コスト削減 1 3．その他 1
4．配当 1

13 14
△ 1

４．業績の推移 （単位：千トン、百万円）
予　　想

15年9月 16年9月 17年9月 18年9月
中間期 中間期 中間期 中間期 19年3月期

（売上数量） 60.0 56.4 58.5 61.3 122.3
売上高 11,188 11,978 14,580 16,346 34,000
営業利益 293 445 788 495 1,250
経常利益 341 480 660 592 1,200
特別損益 △ 210 △ 431 △ 13 177 182

131 49 646 770 1,382
中間（当期）純利益 201 153 458 577 1,050

設備投資額 631 417 775 784
減価償却費 622 606 606 650

差引　　（Ａ）－（Ｂ）

実　　績

税引前中間（当期）純利益

１株当たり中間（当期）純利益

合　計

増　益　要　因 減　益　要　因

計　　（Ａ） 計　　（Ｂ）

予　　想
当中間（18年9月期） 前中間（17年9月期） 増減額 当期（19年3月期）

税引前中間（当期）純利益

実　　績

平成18年10月31日

平成19年3月期　中間決算発表 日本高周波鋼業株式会社

個　別


